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～同一労働同一賃金に係る最高裁判所の判決言い渡しに注目～ 

                                 担当 伊東 毅 
  

最高裁は、令和 2年 10月 13日と同月 15日に、賞与・退職金・福利厚生的労働条件に関する

正社員と非正規社員（パート等）との格差についての判断を下しました。 

 非正規と正社員の労働条件の格差に関して、これまでの高裁判決は、賞与については新卒

正社員の 60％以上の支給（大阪医科薬科大学事件）、退職金については正社員の 25％以上の

支給（メトロコマース事件）という判断が出ていました。その時「日本から非正規という言葉を一掃する」と

いうことが現実味を帯びてきたと、中小企業への影響が大きなものになる事を危惧したものです。 

 令和 2年 4月 1日（中小企業令和 3年 4月 1日適用）から施行されているパートタイム・有期雇用労働法 8

条（旧労働契約法 20 条を継承）では、正社員の①業務の内容とそれに伴う責任の程度（「職務の内容」）、②職

務の内容及び配置の変更の範囲、➂その他の事情、を非正規との相違を比較し、更に賞与、退職金、諸手当、

その他の福利厚生的待遇の性質と目的とに照らして、不合理と認められる待遇の格差を禁止するというもので

す。つまり、①と②➂に大きな相違がなければ待遇の格差は認められず、相違があれば格差は不合理ではない

という判断枠組みです。 

 待遇の相違を比較すべき正社員は、原告（非正規）が選択したものとし、職務内容と変更の範囲が非正規に

近い正社員を選べることになりました。（原告選択説） 

 最高裁判決は賞与・退職金について、「（正社員は）業務の内容の難度や責任の程度が高く、

人材育成や活用を目的とした人事異動が行われており」「正社員に求められる職務遂行能力及

び責任の程度等に照らせば、正社員としての職務を遂行し得る人材の確保やその定着を図るな

どの目的」から正社員に対して賞与・退職金を支給することとし、そのような活用を前提とし

ない非正規に支給しないことは不合理ではないと判断しております。（「有為人材確保説」）また、➂その他の事

情として、非正規から正規への登用制度があることを斟酌しています。 

 最高裁判決は、政府の出した「同一労働同一賃金ガイドライン」を否定する内容との論評も出されておりま

すが、十分な対策を打たないといけません。 

 判決は、今後就業規則を見直すうえで幾つかの示唆を与えてくれています。第 1 に①と②について正規と非

正規を明確に区分すること、第 2に➂その他の事情として斟酌された正社員登用制度を設けること、第 3に諸

手当、賞与、退職金などの待遇の性質と待遇を行う目的を明確に定めておく、第４に福利厚生的待遇は均等に

処遇することです。 

 長期的に見れば、今後も人手不足は続きます。その中で非正規といえども有為な人材に

対しては、労働時間の長短や責任の程度に応じて均衡待遇を行い、会社への定着を図り活

用すべきではないでしょうか。 
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～新型コロナウイルスに関する企業の対応や休業対策等、情報提供を行っていきます～ 

担当 杉山 友香  

高年齢者・障害者・母子家庭の母などの就職困難者を雇い入れる等、新たに労働者を雇い入れる際で

一定の条件を満たした場合には、特定求職者雇用開発助成金が支給されることがあります。この助成金

の支給額は、対象となる労働者の所定労働時間により変わり、実労働時間が所定労働時間より一定基準

を下回り短くなるような場合には、支給額が減額されることもあります。  

 今回、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、事業所を休業することで実労働時間が短くなっ

ているケースがあることを踏まえ、新型コロナウイルス感染症の影響による場合を、「天災等やむを得

ない理由がある場合」として扱い、助成金の減額を行わない特例を措置が実施されるこ

とになりました。対象となるものは、2020 年 1 月 24 日以降に実労働時間が減少した場

合であり、既に助成金が減額支給されている場合には、労働局が差額分を支給するとの

ことです。 

令和２年 10月より失業等給付の給付制限期間が「3 ヵ月→2 ヵ月」に変更に  

  担当 杉山 友香  

自己都合退職で雇用保険の失業等給付を受給する場合、離職票提出日から 7日の失業の日数(待期)の後、現状では

さらに 3ヵ月間の給付制限期間を経なければ支給開始を迎えることができず、実際に給付を受けられるのは離職票提

出からおよそ 4ヵ月後となります。しかし、7日の待期期間経過後の給付制限期間が、令和 2年 10月 1日より「2

ヵ月」に変更されることになりました。 企業においては実務上、直接的に影響が及ぼされる事項ではありませんが、

退職者へのアナウンスの際には 2020年 10月からの給付制限期間の変更を踏まえる必要が生じるかも 

しれません。 

給付制限が「2 ヵ月」となるのは、「5年間のうち 2回の離職まで」 のイメージ図                   


